





















































































































































































































 第 3 に、研究方法の独自性が挙げられる。本論文においては、提出者が海運企業等の協力を

























第１章 研究概要    
 第 1 節 研究目的および研究方法 
 第 2 節 問題意識 
 第 3 節 研究の特徴および意義 





     －先行研究と本論文の研究課題－ 
 第 1 節 はじめに 
 第 2 節 国際ビジネス理論におけるグローバル統合 
 第 3 節 人的資源のグローバル統合  
第 4 節 外航海運業における船員戦略とグローバル統合の重要性 
 第 5 節 外航海運企業における人的資源のグローバル統合に関する研究課題 
 第 6 節 小結 
 
第３章 マンニングと立地優位性 
 第 1 節 はじめに 
 第 2 節 研究方法 
 第 3 節 多国籍企業理論における立地優位性の概念とマンニングの本質 
 第 4 節 外航海運企業の船員戦略におけるマンニング 
 第 5 節 マンニング・ソースとしてのフィリピンの立地優位性 
 第 6 節 小結 
   
第４章 マンニング・ソースにおけるクラスターの構造と機能 
 第 1 節 はじめに 
 第 2 節 研究方法 
 第 3 節 海事クラスターとマンニング・クラスター 
 第 4 節 マンニング・クラスターの概念的フレームワーク 
 第 5 節 クロアチアにおけるマンニング・クラスターの構造と機能 
 第 6 節 小結 
  
第５章 船員戦略における教育・訓練と知識移転 
 第 1 節 はじめに 
 第 2 節 研究方法 
 第 3 節 船員戦略における「知識」と「知識移転」の概念 
 第 4 節 外航海運企業における知識移転の事例 －日本郵船のケース－ 
 第 5 節 効果的な知識移転のための要件 
 第 6 節 小結 
 
第６章 船員戦略におけるダイバーシティ・マネジメント 
 第 1 節 はじめに 
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 第 2 節 研究方法 
 第 3 節 客船事業におけるサービスの特性とダイバーシティ・マネジメントの重要性 
 第 4 節 客船事業におけるダイバーシティ・マネジメント 
第 5 節 日本郵船グループにおける客船事業 
第 6 節 客船事業におけるダイバーシティ・マネジメント  
－郵船クルーズ「飛鳥Ⅱ」のケース－ 
 第 7 節 ダイバーシティ・マネジメントの成功要件 
 第 8 節 小結 
 
第７章 継続的雇用と船員市場の内部化 
 第 1 節 はじめに 
 第 2 節 研究方法 
 第 3 節 船員市場内部化の背景 
 第 4 節 船員市場の内部化インセンティブ 
 第 5 節 船員市場内部化の手段 －日本郵船のケース－ 
 第 6 節 船員市場内部化の要件 －海運企業の優位性－ 
 第 7 節 小結 
 
第８章 継続的雇用とインターナル・マーケティング 
 第 1 節 はじめに 
 第 2 節 研究方法 
 第 3 節 インターナル・マーケティングの概念的フレームワーク 
 第 4 節 インターナル・マーケティングとしての船員戦略 －日本郵船のケース－ 
 第 5 節 インターナル・マーケティングとしての船員戦略 －概念的フレームワーク－ 
第 6 節 船員戦略におけるインターナル・マーケティングの成功要件 
第 7 節 小結 
 
第９章 継続的雇用とリテンション・マネジメント 
 第 1 節 はじめに 
 第 2 節 研究方法 
 第 3 節 リテンション・マネジメントの概念 －先行研究と論点の整理－ 
 第 4 節 リテンション要因と船員の知覚 －インタビュー調査結果の考察－ 
 第 5 節 船員の継続的雇用とリテンション・マネジメントのプロセス 
 第 6 節 小結 
 
第 10 章 オペレーションとクロスボーダー・コミュニケーション 
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 第 1 節 はじめに 
 第 2 節 研究方法 
 第 3 節 安全管理におけるコミュニケーション要因の位置づけとインターフェイス 
 第 4 節 海洋事故事例とコミュニケーション要因  
      －日本郵船のケース（2002-2006 年）－ 
第 5 節 船舶オペレーションとクロスボーダー・コミュニケーション 
     －異文化マネジメント論の観点から－ 
第 6 節 小結 
 








































































 第 3 章から第 10 章までは、船員戦略のタスクごとに「制度的統合」と「規範的統合」とに区
分した上で、それぞれの研究課題に対する議論が展開されている。このうち、第 3 章から第 5
章までは、船員戦略における「制度的統合」として、船員の採用と配置、教育・訓練を位置づけ
ている。 




















































































































































第 6 章から第 10 章までは、船員戦略における「規範的統合」の機能として、船員組織におけ
る多様性のマネジメント、船員の継続的雇用、オペレーションの安全管理における船員間関係の
マネジメントを位置づけている。 



















































































その結果、本章では以下の 4 点が明らかにされている。 

































足を高め、結果的に継続的雇用を達成する施策として、以下の 5 点を提示している。 
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